
　物価高騰の影響を受けて困難に直面している低所得
の子育て世帯に、特別給付金を支給します。
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茨城県低所得の子育て世帯生活応援特別給付金

問 営繕管財課  ℡0299-90-1132公用車の有料広告募集

種類 台数 掲載位置 サイズ 掲載料（1台）
大型乗用車（市バス） 1台 背面 縦60cm×横200cm 60,000円／6カ月
その他（軽自動車、小型乗用車、小型貨物車、普通乗用車） 20台 両側面 縦35cm×横50cm 24,000円／6カ月

▲市バス背面（イメージ）

▲公用車側面（イメージ）

この枠の位置に
掲載されます

　市内だけでなく市外も走る「動く広告塔」として、高い宣伝効果が期待
できます。
　多くの人の目に触れる公用車に広告を掲載しませんか。

広告の形状＝マグネットシートや特殊フィルムなど簡単に貼り付けたり
はがしたりできるもの
掲載期間＝4月1日（水）～9月30日（水）
掲載の上限
●大型乗用車＝1事業者につき1台
●その他の車＝1事業者につき10台
申込方法＝申込書と広告原稿を郵送または持参

問 a・bこども家庭課  ℡0299-90-1205
　 c　　こども政策課  ℡0299-77-7011

次のいずれかの方

a 2026年1月分の児童扶養手当が支給されてい
る

b公的年金などを受給中で、2026年1月分の児
童扶養手当の支給を受けていない（児童扶養
手当の収入限度額未満）

c 2026年1月分の児童手当の受給者で、2024年
分所得に係る住民税均等割が非課税または免
除
※�課税状況が確認できない場合は、支給でき
ない可能性がありますので、お問い合わせく
ださい

対象

申請方法
対象bの方のみ、申請書に必要事項を記入し、必要
書類とともに提出（郵送可）
※対象a、cは申請不要

申請先
�b⋯⋯こども家庭課
　　　〒314-0121　神栖市溝口1746-1

支給日
�a、c⋯⋯3月下旬に振込予定
�b⋯⋯⋯⋯支給決定後、順次振込予定

申請期限
3月10日（火）必着

支給額
児童1人につき5万円

申込期限＝2月27日（金）
※�募集枠数を超えた場合は、
市内の事業者を優先し抽選
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